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住民基本台帳ネットワークシステム　住民（否定）側　立論
【論題】
　「自己情報コントロール権を保障している条例をもつ自治体は、住民基本台帳法の定めに従い、住民基本台帳ネットワークに参加する義務を負うか。また、当該自治体の住民はどうか。国際的基準なども視野に入れつつ、憲法上の論点を中心に論ぜよ。また、住民が自己情報の中止請求および住民票コードの消去請求を行った場合、各請求は認められるか。」
１自治体の住基ネット参加義務について

１、はじめに

　以下、自己情報コントロール権を保障している条例をもつ自治体は、住民基本台帳

法の定めに従って住民基本台帳ネットワークに参加する義務を負うことはないことを、

国際的基準なども視野に入れつつ、憲法上の論点を中心に論証する。

２、自己情報コントロール権と条例と住民基本台帳法
（1） 自己情報コントロール権は、プライバシー権の一内容として、憲法１３条の幸福

追求権を根拠に、憲法上の保障を受けるものと解される。従来、プライバシー権は個人の私的領域に他者を無断で立ち入らせないという自由権的なものとして捉えられてきた。

しかし、個人の情報が行政機関によって集中的に管理されるという現代社会においては、自由権的側面だけでは不十分であり、個人が自己に関する情報を自らコントロールすることによってはじめて権利としての実効性を保障されるようになる。

そこで、プライバシー権は、自己に関する情報をコントロールする権利（自己情報コントロール権）として、請求権的・積極的側面をも有すると解すべきである。

（２）　 条例は、この自己情報コントロール権を具体化したものである（条例１条参照）。そして、個人情報に関して、収集・管理・利用につき、住民が自分でコントロールができる規定を定める（第２章～第４章等）とともに、これらのコントロールのために、１８条～２１条において、自己情報の閲覧・訂正・消去・利用中止請求権を保障している。

　　　　　また、条例に基づいて自己情報を住民がコントロールできるようにするためには住民の個人情報がその自治体内部に留まるようにしなければならない。なぜならば、個人情報が集中的に管理されることは、国や自治体等の行政機関によって情報の名寄せ・流用・目的外利用が行われやすくなる。さらに、自治体外に個人情報が伝わると、本人のコントロールが及ばない所で個人情報が利用される可能性が増し、プライバシー侵害の危険が飛躍的に高まるからである。そこで、条例では、こうした事を防止し、自己情報コントロール権保障と個人情報保護を担保するため、個人情報の外部提供につき原則として本人の同意を要求する（１５条）とともに、個人情報の処理に関して、電子計算組織の結合による外部との接続を禁止している（１７条）。

（３）　ところで、住基ネットとは、「国民一人一人に番号（住民票コード）を振り、氏名、性別、生年月日、住所の基本情報とそれらの変更情報をコンピュータネットワークで全国的、一元的に管理、運用しようとする仕組み」である。住民票記載事項のうちの、これら住民票コード、氏名、性別、生年月日、住所の基本情報とそれらの変更情報は、本人確認情報として、国および地方自治体によって様々な事務に利用される。

住民票に記載されている、これらの本人確認情報は自己情報であり、自己情報コントロール権を保障した条例の適用を受ける。そして、住基ネットは、本人確認情報をコンピュータネットワークに接続して全国的、一元的に管理、運用し、国および地方自治体によって様々な事務に利用されるものであるから、条例15条にいう「外部提供」に該当する。「外部提供」については、原則として本人の同意が必要となる（条例15条1項）。とすると、住民基本台帳法が本人の同意を要することなく、自治体に個人情報を提供させることを義務付けていると解するのならば、住民基本台帳法と条例とが、その部分において矛盾抵触することとなる。

もっとも、条例は15条2項において、外部提供につき本人の同意を得なくてもすむ例外事項として、1号で「外部提供ついて法令に定めがあるとき。」をあげている。しかし、この規定があることをもっては、自治体が本人の同意なく個人情報を住基ネット上にのせる義務があることは意味しない。なぜならば、４において述べる理由から、法令の定めがあれば、実施機関は当然に個人情報の外部提供をしなければならないのではなく、住民の自己情報コントロール権保障と個人情報保護のために、外部提供を拒否することができる場合もあると考えるべきである。また、条例上も、法令の定めがあるとき外部提供することが「できる」と規定されているだけで、外部提供が義務づけられているわけではない。
同様に、住基ネットへの接続は、本人確認情報という個人情報を処理するために、自治体の電子計算組織を国・他の地方公共団体等の電子計算組織と通信回線により結合するものともいえる。とすると、仮に当該条例に従うのならば、当該条例を定める自治体が住基ネットに参加することは、原則として条例の１７条に反し「違法」となる。

（４）　ここにおいて、住民基本台帳法と自己情報コントロール権を保障した条例とは、矛盾する内容を有することとなる。そして、ということは、自治体に住基ネットへの参加義務がないというためには、何らかの形で住民基本台帳法のうち自治体に住基ネットへの参加義務を課している規定の効力を否定する必要がある。

そこで、以下では、住民基本台帳法が自治体に住基ネットへの参加義務を課していることを前提に、その住民基本台帳法上の規定の効力が否定されることを論じる。そして、そのことによって、自己情報コントロール権を保障している条例をもつ自治体は、住民基本台帳法の定めに従って住民基本台帳ネットワークに参加する義務を負うことはないことを示したい。

３、住基ネットの違憲性
（１）　ここでは、住民基本台帳法における住民基本台帳ネットワークが違憲であることを示し、したがって住民基本台帳法における住民基本台帳ネットワークに関する規定が無効となり、自治体に住民基本台帳ネットワークへの参加義務がないことを以下論証する。
（２）　住基ネットにより自己情報コントロール権が制約されると、２で記したようにプライバシーが保護されず住民の管理が及ばない範囲に流通してしまう。プライバシーは性質上、一度自己の不利益になる形で濫用されれば、その被害の回復は困難となる。よって、自己情報コントロール権を制約する立法の違憲判断には最も厳格な基準が妥当する。すなわち、他に住民基本台帳事務を行うのに代わるべき手段が無いときのように、プライバシーに優越する利益が存在しなければ、自己情報コントロール権を制約することはできない。

然るに住民基本台帳制度は、ネットワーク化が絶対必要なものではない。実際に、元来の住民基本台帳は、地方公共団体のみの管理で事務が成り立っていたので、ネットワークに接続しないというより安全な手段は存在する。よって住基ネットが自己情報コントロール権を制約しプライバシー権を保護しないことは違憲であり、住基ネットシステムは無効である。そのため住民はこれに参加する義務を負わない。

（３）　したがって、住民基本台帳法は、住基ネットに関する規定につき違憲無効と解されるので、その規定に含まれる、自治体の住基ネットへの参加義務を定めた規定は無効となる。よって、自治体は住基ネットへの参加義務を負わない。

４、条例と法律
（１）　たとえ法律そのものが合憲であるとしても、ある地方公共団体がその地方議会において憲法上の権利を保障する条例を制定した場合には、以下のようなことが言え、したがって、自己情報コントロール権を保障している条例をもつ自治体は、住民基本台帳法の定めに従って住民基本台帳ネットワークに参加する義務を負うことはないと解される。

（２）　日本国憲法は、第８章で地方自治の章を設け、９２条で「地方公共団体の組織及び運営に関する事項は、地方自治の本旨に基づいて、法律でこれを定める。」と規定した。「地方自治の本旨」とは、一般に住民自治と団体自治の２つの構成要素からなると解されている。すなわち、住民自治とは地方自治が住民の意思に基づいて行われるという民主主義的要素であり、団体自治とは、地方自治が国から独立した団体にゆだねられ、団体自らの意思と責任の下でなされるという自由主義的・地方分権的要素である。

思うに、近代立憲主義を基本原理とする日本国憲法において、地方自治も近代立憲主義の基本要素である国民主権・権利保障・権力分立の実現にその本来の趣旨がある。「地方自治の本旨」はこの趣旨を集約的に表した文言として解することができる。そして、このことを換言するならば、「地方自治の本旨」は人権保障と民主主義の実現にあるということができる。

とするならば、９２条は憲法上の地方自治に関する総則的規定と解されるところ、９４条の条例制定権における「法律の範囲内」ということも「地方自治の本旨」に合致することを前提としてのことである。すなわち、条例制定権を限界づける法律は、あくまでも、「地方自治の本旨」に基づいているものだけと考えるべきである。さらに、たしかに地方自治法上、条例は「国の法令に違反しない限りにおいて」有効なのであるが（地方自治法１４条１項）、同時に「地方公共団体に関する法令の規定は、地方自治の本旨に基づいて・・これを解釈し、及び運用するようにしなければならない」のである（同２条１２項前段）。ということは、国の法律も地方自治にかかわる憲法の原理に適合するように解釈運用すべきことを意味し、合憲的に解釈された法律が条例とのかかわりを問われることになる。
また、地方公共団体は、地方自治の本旨に鑑みて、中央政府とは独立・対等な関係にあると解される。そして、条例は、地方公共団体の自主立法であり、地方議会において住民の代表者によって民主的な討議がなされた結果として、制定されるものである。すなわち憲法上の権利を保障している条例は、その地方公共団体における民主的正統性に裏付けられたものといえる。

（３）　以上のことから、当該条例と法律の関係につき、以下の要件をすべて満たすとき、当該地方公共団体に法律における当該条例との抵触部分（以下、抵触部分という）を内容とする義務を課すことは、その限りで「地方自治の本旨」に反し違憲と解される。

①当該およびその他の法律によっては、条例で定められた憲法上の権利が条例と同等以上には保障されない。

②抵触部分を内容とする義務が当該地方公共団体に課される場合に、当該地方公共団体がその義務を遂行すると、当該条例で保障された住民の憲法上の権利が条例に反する形で侵害される。

③仮に地方公共団体が当該法律によって課された義務を拒否した場合に、住民その他国民の憲法上の権利を侵害することがない。

理由は以下の通りである。①当該条例は憲法上の権利といわば一体化した関係にあるため、単に抵触部分の規定のみによってその条例の効力を否定できるわけではない。この場合に法律の規定を条例に優位させるためには、たとえ法律を優位させたとしても当該憲法上の権利が条例における場合と同等以上に保障されていなければならない。②そして、条例で憲法上の権利を保障した以上、当該自治体がその憲法上の権利を条例に反して侵害してはならない。また、条例で憲法上の権利を保障したということは、当該地方公共団体の住民が、法律によって得られる利益よりも当該憲法上の権利が侵害されないように権利保障の実質化を選んだもしくは選んでいる結果であるといえるから、「地方自治の本旨」にのっとり、法律は、住民の当該憲法上の権利を条例に反する形で侵害することはできないものと解される。③もっとも、地方公共団体が当該条例に従い、法律によって課された義務を拒否することによって、当該地方公共団体の住民を含む国民の憲法上の権利が侵害されるようなことは、法律による憲法上の権利間の調整をないがしろにすることになるので、いかに憲法上の権利を保障した条例に基づく行為といえども許されないと解される。

（４）　以上を踏まえて、住民基本台帳法と自己情報コントロール権を保障した条例との効力関係を以下見ていくことにする。

（５）　上記要件①を満たすためには、住民基本台帳法、行政機関個人情報保護法、または個人情報保護法が、自己情報コントロール権を保障した条例と比べた場合に、条例と同等以上には個人情報の保護がなされていないということが言えなければならない。個人情報保護の程度については、プライバシー保護に関する国際的基準のひとつである、いわゆるOECD８原則が参考となる。なぜならば、OECD８原則は、自己情報コントロール権の内容を最低限度のレベルでカバーするものであるからである。

OECD８原則とは、１９８０年にOECDにおいて「プライバシー保護と個人データの国際流通についてのガイドライン」として出されたものであり、その内容は、①安全保護の原則、②責任の原則、③目的明確化の原則、④利用制限の原則、⑤収集制限の原則、⑥データの品質維持の原則、⑦公開の原則、⑧個人参加の原則からなる。

ア、　この点、条例は、①安全保護の原則に対して１５～１７条等、②責任の原則に対して３条・９条・１１条・１２条等、③目的明確化の原則に対して８条等、④利用制限の原則に対して１３条～１５条等、⑤収集制限の原則に対して６～９条等、⑥データの品質維持の原則１０条等、⑦公開の原則に対して８条・３０～３３条等、⑧個人参加の原則に対して１８～２８条等が対応しており、十二分にＯＥＣＤ８原則の内容を満たすものとなっている。
イ、　これに対して、以下、各々の原則に即して、住民基本台帳法の個人情報保護措置を検討する。
まず、住民基本台帳法30条の29第1項および第2項と同36条の２が、①安全保護の原則と②責任の原則という、主として、個人情報を安全に管理するための技術や組織の確立というセキュリティ面での原則に対応する。しかし、残念ながら、３０条の２９の「適切な管理を行うために必要な措置」の具体的内容は、示されていない。実際には、せいぜい電子計算機処理等に従事する職員や受託者に課される罰則が、通常の守秘義務違反より加重されて規定されているにすぎない。
　しかも、こうした一般論を住基ネットに向けてみても、実はほとんど意味がない。というのも、従来から、本人確認情報のうち、住所､氏名、出生年月日、性別の基本4情報に関しては、「何人でも」閲覧請求できるしくみとされてきたが、この点は、改正住基法の下でも全く変わっていないため、「安全確保」は名目的なレベルにとどまっている。また、住民票コードの民間における利用は禁止されている（３０条の４３）が、実際にこの禁止を担保する制度は存在しないので、民間利用禁止の実効性は、現実には大いに疑わしい。
次に、住民基本台帳法には、30条の30第1項・第2項に規定される利用および提供の制限がある。これは一見すると、③目的明確化の原則と④利用制限の原則に照応するかにみえる。しかし、③と④の原則の本来の趣旨は、個人情報を利用されている本人が、情報取扱者の使用目的や使用の実態を知ることができるように目的を明確化すべきこと、さらには本人に対して使用目的を知らせるべきことを求める点にある。しかし、住民基本台帳法では法律や条例で定めただけで、本人確認情報の利用・提供の対象が無制限に拡大されうるようになっている。
⑤収集制限の原則については、住民基本台帳法は30条の42第1項から第4項で、住民票コードの不必要な収集禁止を定める。これも形式的には、⑤の原則に対応するが、しかし、ここでいう「不必要な」場合とは､住民基本台帳法上の事務ないし同法に基づき本人確認情報の提供を求めることができる事務の遂行に必要な場合以外のことを指している。それゆえ、前述のように、法律や条例によって、利用できる事務の範囲を将来的に無制限に拡大できる以上、これもまた、実質の伴わない「禁止」といわざるをえない。
⑥データの品質維持の原則・⑦公開の原則・⑧個人参加の原則につき、住民基本台帳法30条の37第1項・2項ならびに30条の40は、この点に関わる定めをおくが、実際には⑥～⑧の原則とは、似て非なるものである。ここでの「権利」は、以下に見るように、自己情報開示・訂正請求権の保障と呼ぶに値する実質を備えていない。まず、開示対象は、本人確認情報の記録された磁気ディスクに限定されている。本人確認情報がいかなる機関に提供されたのか、それ以外の情報を都道府県や国、指定情報処理機関が保有していないかどうかといった、「自己情報コントロール権」の核心をなす点が欠落しているのである。また、仮に本人確認情報に誤りがあっても、それを訂正する権利も認められていない。訂正の申し出があれば、遅滞なく調査し､その結果を通知する旨規定されているだけである。
　⑥～⑧の原則は、それぞれ、⑥＝個人データは正確で完全､最新のものであること、⑦＝個人データをめぐる情報政策の公開原則―いかなる個人データを誰が保有しているかを容易に知りうること、⑧＝自己情報開示請求権と開示が拒否された場合の異議申立て権の保障、申立てが認められた場合の削除ないし訂正等の請求権保障を内容としている。これらの原則と住民基本台帳法との差は、一見して明らかであろう。
さらに、⑧個人参加の原則につき、住民基本台帳法30条の41および36条の3に定める苦情処理に関しても、大いに問題がある。ここでは、単に本人確認情報の取扱いに関する苦情を、適切かつ迅速な処理に努めるべきことが謳われているだけで、権利保障の視点は欠けている。
以上見てきたように、住民基本台帳法の本人確認情報の保護措置は、20年以上前に作られた０ＥＣＤ原則の水準すらみたしておらず、住民基本台帳法における個人情報保護制度は条例のそれよりも劣るものと解される。
ウ、　次に個人情報保護について定めた法律には、個人情報保護法がある。しかし、住民基本台帳ネットワークの実施主体は行政機関である。その点で、住民基本台帳法における個人情報の保護措置に関する一般法は、行政機関個人情報保護法であって、主に民間を規制する個人情報保護法は、直接には関係がない（住基法上、住民票コードの民間利用は禁止されている）。したがって､行政機関個人情報保護法における個人情報保護の程度が問題となる。
4、 よって、次に行政機関個人情報保護法を検討する。

同法では、適正取得のルールが課されていない、センシティブ情報の収集禁止原則が定められていない、データ・マッチングの禁止が定められていない、本人情報の開示・訂正権などの例外が広く認められている、利用目的の変更や目的外の利用・提供が広範に認められている、同法は当面施行にいたっていない、総じて民間を規制する個人情報保護法よりも緩やかな規制しかなされていない、といったことなどが、指摘できる。
　住民基本台帳ネットワークとの関係では、行政機関個人情報保護法2条3項の「保有個人情報」の定義では、各自治体の外部接続により形成されたネットワークを通じて、国の行政機関が、当該情報を「参照」するだけであると解せば、「保有個人情報」に該当せず、国に対する開示等の請求はできないこととなる。
　この他にも行政機関個人情報保護法の問題点を指摘すると、同法には、収集制限が明記されていないということがある。ちなみに、3条1項は、保有の制限を定めているのみである。また、同条3項は，利用目的の変更を広く認め，本人の同意を得ることを要件としていない。
　4条の利用目的の明示に関しても、1号から4号における「利用目的を明示しない場合」の定めは極めて広範にまで及ぶであろう。
8条は、利用・提供の制限を定めるが、同2項2号および3号は、「相当の理由」があれば、個人情報の目的外利用・提供を広範に認めており、事実上、利用制限の歯止めがない。むしろこれでは、行政機関が住民基本台帳ネットワークにおける個人情報の利用を事実上自由に行いうることにすらなりうる。　

さらに、14条では本人情報の開示・訂正等の権利が及ばない例外を広範に認めている。

以上のように、行政機関個人情報保護法においては自己情報コントロール権保障の見地からは、多くの問題点が存在する。

オ、　以上見てきたことからすると、法律によっては、自己情報コントロール権は条例と同等以上には保障されないといえる。よって、要件①をみたす。

（６）　要件②については、２（３）で述べたように、自治体が住基ネットに参加することは、条例１５条・１７条に反することになる。そして、条例１５条・１７条は自己情報コントロール権保障を制度的に担保する規定であるから、条例１５条・１７条に反するということは条例で保障された住民の自己情報コントロール権が侵害されることといえる。よって、自治体が住基ネットに参加するとするならば、条例で保障された住民の自己情報コントロール権が侵害されることになるので、要件②はみたされる。

（７）　また、仮に自治体が住基ネットに参加することを拒否した場合であっても、その自治体の住民以外の国民はもちろんのこと、その自治体の住民であっても行政サービスを受けるときにわずかに利便性が増すのみであって、何ら憲法上の権利を侵害されるわけではない。よって、要件③についても、みたされる。

（８）　以上より、要件①～③は満たされるので、住民基本台帳法における条例との抵触部分における規定をもって、住民基本台帳法と抵触していると考えられる条例の外部提供制限や外部接続禁止等がその効力を強制解除されることはない。すなわち、自治体は、住民基本台帳法の規定に拘束されることなく条例の執行ができる。よって、たとえ住民基本台帳法における住基ネットに関する規定が合憲であったとしても、自己情報コントロール権を保障した条例をもつ自治体に住基ネットへの参加義務はないと解される。
５、住民基本台帳法上の合法性
さらに、前述したことから、住民基本台帳法における個人情報の保護措置に関する一般法である行政機関個人情報保護法は、自己情報コントロール権概念と個人情報保護に関する国際的基準であるOECD８原則に照らして考えた場合、住民基本台帳法附則にいう「所要の措置」と呼ぶにふさわしい内容を充分に備えているとはいえない。

したがって、自治体が住民基本台帳ネットワークに参加しないという選択をしても、法律の執行の前提である「個人情報の保護に万全を期する」ことが実質的になされていない以上、合法であると考えられる。
６、まとめ

　　以上より、われわれは自己情報コントロール権を保障した自治体は住民基本台帳ネットワークに参加する義務は無いと考える。

２住民の住基ネット参加義務について

住民は住基ネットに参加する義務について、我々は日本国憲法に由来する以下の根拠に基づき否定する。

１、自己情報コントロール権の侵害

住基ネットは、憲法１３条が保証する幸福追求権を根拠とするプライバシー権、その一内容である自己情報コントロール権（１２（２）参照）を侵害する。

　　　この自己情報コントロール権の内容は、各国の政策に反映されているOECD八原則
の規定を満たすものでなければならない。


　然るに、改正住基法及び住基ネットは、１４（５）で述べた点に加え、以下の点でもOECD八原則に反し、自己情報コントロール権を侵害する。

1． 　氏名、住所、生年月日、性別の４情報および１１桁の住民票コードが、他の地方公共団体などの行政機関が容易に引き出し可能な統一サーバに保管され、利用されることになる。住民が開示を請求できるのは、本人確認情報のみであり、どこに情報が提供され、どの行政機関が保有しているかといった情報は請求できない（住基法３０条の３７）。他の行政機関が自己の個人情報をどのような目的に利用したかを住民が把握するシステムは確立されていないので、OECDの公開の原則、個人参加の原則に反する。
2． 　ネットワーク上の完全なセキュリティの構築は前例がなく、さらに内部関係者による情報の流出も考えられる。住基法３６条の２には、情報が漏洩しないように措置を講じる旨が示されているが、その方法についての具体的な規定はない。さらに多くの事務に共通して使用される住民票コードが付されるため、成り済まし犯罪による被害が広範囲にわたる恐れがある。そのため、もし情報が漏れてしまった場合の安全性も充分なものではなければならないが、個人情報が全国的に展開するネットワーク上で管理すると、個人情報の漏洩による被害は全国的なものとなり、容易に回復不能な深刻ものになってしまう。これはネットワーク化を行わなければ防げる事態であるので、データは合理的な安全保障措により保護されなければいけないという、OECDの安全保護の原則に反する。

２、違憲判断
１３（２）で述べた通り、住基ネットは違憲であると解される。したがって、住民に住基ネットへの参加義務はない。

３、住基ネットが合憲である場合

　　　住基法３条には、国と自治体の個人情報管理義務、同３５条には秘密保持義務、同３６条には住民に関する記録の保護義務が定められている。

　　　しかし、住基ネット制度においては、国家による全国民の個人情報の一元的管理が肯定されている。そして、全国どこの市町村の端末からでも全国民の個人情報を引き出しうる状況において、たった一人の内部関係者の不正、不注意も許されないシステムの潜在的危険性は計り知れない。

　　　しかも、この構造的欠陥による個人情報漏洩の被害は非常に甚大であり、もはや、国家による個人情報の一元的管理は幻想であるといわなければならない。つまり、情報管理のセキュリティが、最終的に人的管理にゆだねられている現状では、住民の個人情報漏洩の危険性は免れないのである。

　　　さらに、行政機関個人情報保護法３条２項の、「相当の関連性」による個人情報の利用目的変更の広範な許容、同法８条２項の、「相当の理由」による個人情報の広範な目的外利用と提供の許容、に表れている通り、現在の個人情報保護法は抜け穴だらけである（１４（５）参照）。

　　　そして、住民基本台帳法改正付則１条２項の要求する、「所要の措置」の達成目標であるOECD八原則の、国際的個人情報保護基準が充たされていない現状では、住基ネット制度は、プライバシー保護の観点からの適正な法的裏付けを得ていないと言える。

　　　よって、住基ネット制度自体が合憲だったとしても、住民の個人情報漏洩によるプライバシー権侵害の危険が生じている場合は、住基法に照らして住基ネット制度は違法であり、住民基本台帳法所定の不服申し立てをすることを通じて、住民は住基ネット参加を拒否できるといえる。

３住民の自己情報利用の中止請求および住民票コードの消去請求について
以下の理由より、住民が自己情報利用の中止請求および住民票コードの消去請求を行った場合、各請求は認められる。

１、自己情報利用の中止請求

　改正住基法３０条３０では、法律で定められた目的以外のために本人確認情報を利用してはならないと規定されているが、これは法律で定めれば目的外利用が可能になるということを意味する。ところで、条例は
１５条で目的外利用を制限する。OECD八原則の利用制限の原則に照らしても、目的外利用には住民の同意が必要という当該条文は妥当なものである。同条２項では法令の定めがある場合は例外を認めているが、自己情報コントロール権は憲法上の権利であるため、法令で定めさえすれば、いかなる場合でもこれを侵害することができる、というわけではない。すなわち、前述のように改正住基法および住基ネットは違憲であるため、自己情報コントロール権の内容を保障する目的の条例１５条１項の規定に対する例外とはならない。

　そのため、条例２１条
の規定により、目的外利用が容易に行われる住基ネットへの、自己情報利用の中止請求は可能である。さらに、国際水準に立つ憲法原理に基づき、１条で個人情報の保護により区民の基本的人権を擁護するという当該条例の趣旨を鑑みれば、当該請求は認められて然り、といえよう。

２、住民票コードの消去請求

OECDの個人参加の原則は、当該原則に基づく個人の権利が認められない場合には、異議申し立てをすることによりデータを消去させることができる旨を規定している。住基ネットは、他の地方公共団体等に情報が提供された場合、OECDの個人参加の原則において保障されるべき住民の権利を充たさないことは前述した通りである（住民参加義務１のア）ため、住基ネットが稼動している今、稼動時から現在までに他の行政機関に情報提供が行われた可能性があるため、住民は住民票コードを含む個人情報を住基ネットから消去するように請求することができる。

OECD八原則は、憲法上の権利である自己情報コントロール権の内容を示すものであるから、住基法に削除請求を認めるとする法文が無くても、自己情報コントロール権の保障のために消去請求は認められるべきである。

以上

� OECD八原則：OECD（経済協力開発機構）理事会が１９８０年に「プライバシー保護と個人データの国際流通についてガイドラインに関する理事会勧告」として制定。


その内容は、・安全保護の原則・責任の原則・目的明確化の原則・利用制限の原則・収集制限の原則・データ品質維持の原則・公開の原則・個人参加の原則


�　条例１５条　１項　実施機関は、外部提供をしようとするときは、本人の同意を得なければならない。


	　２項１号　外部提供について法令の定めがあるときは、例外。





�　条例２１条　　　　条例１５条に反して目的外利用がされているときは、当該目的外利用または外部提供の中止を請求することができる。





